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第２７回参議院議員通常選挙政策協定書

政策協定事項

医療は命と暮らしを支える社会インフラである。持続可能で安心できる医療提供体制の実

現に向け、以下の政策を強く求める。

ー、賃金・物価の上昇に速やかに対応しうる、新たな診療報酬の仕組みを導入すること。

ー、安心安全な医療を提供するため、国の主導で医薬品の安定供給体制を大至急確保するこ

と。

ー、医療DXの推進により、医療機関に過度な負担を求めることのないよう、環境を整備するこ

と。

ー、社会保険診療等に係る消費税非課税制度には歪があり、早急に税制改革をすること。
今回、調査室では、第２７回参議院議員通常選挙に向けた政策協定書をGW前に作成
し、その後、決議案の作成に取り掛かりました。

政策協定書 →「骨太の方針2025から次期診療報酬改定をよむ」→決議
一貫性を持たせつつ、新しい情報を加味し、行動への衝動を



次期診療報酬改定までの道のり

2025年4月

4月23日 財務省 財政制度等審議会 財政制度分科会

持続可能な社会保障制度の構築 財政各論Ⅱ

2025年5月 財務省 財政制度等審議会

5月27日「激動の世界を見据えたあるべき財政運営」春の建議

2025年6月13日

政府「経済財政運営と改革の基本方針」骨太
の方針

財務省「概算要求基準額」を作成

2025年8月

厚労省 次年度予算見積書(概算要求書)を財務省に提出

中央社会保険医療協議会（中医協）具体的な料率や加算
を議論

12月末までに各部会の意見をとりまとめて中医協総会に報
告
前回の令和６年度改定では令和5年12月11日に「令和６年度診療報酬改定の基本方

針」が、同12月20日に「診療報酬改定の改定率」が公表されています。



本日使う資料（出典）

中央社会保険医療協議会 総会 資料

令和7年4月9日

第６０６回 令和８年度診療報酬改定薬価改定の議論の

進め方について

令和7年4月23日

第６０7回 医療機関を取り巻く状況について

財務省 財政制度等審議会 建議（令和7年5月27日）

「激動の世界を見据えたあるべき財政運営」概要・参考資料

厚生労働省 医療施設調査



令和８年度診療報酬改定の議論の進め方につい
て

２０２５．４.9

中医協総会で「令和８年度診療報酬改定に向けた主な検討

スケジュール（案）」を提示し、キックオフとして今後の

論点整理やスケジュール（第一ラウンド：6～9月、第二ラ

ウンド：10月以降）を承認

「物価・賃金、医療機関の経営状況について、これまでの

改定とは相当に異なる状況」になるとの観点から、夏以降

の議論の本格化に先立ち、医療機関を取り巻く状況と医療

提供体制を議論する対応が了承された。



（中央社会保険医療審議会総会「令和8年度診療報酬改定、薬価改定の議論の進め方について」 2025年4月9日）



病院の事業利益率
中央社会保険医療協議会医療機関を取り巻く状況について

（2025.4.23）

病院の事業利益率について、平成３０年度から

令和５年度の推移をみると

①一般病院が1.4％の黒字→1.9％の赤字

②精神科病院が2.2％の黒宇→0.9％の赤字

③療養型病院が4.0％の黒字→1.5％の黒字

と各病院類型とも悪化傾向と

なっている。



（中央社会保険医療審議会総会「医療機関を取り巻く状況について」 2025年4月23日）



病院の経常利益率
中央社会保険医療協議会医療機関を取り巻く状況について

（2025.4.23）

病院の経常利益率でみても

①一般病院が1.8％の黒字→0.1％の赤字

②精神科病院が3.4％の黒字→2.0％の黒字

③療養型病院が5.2％の黒字→3.3％の黒字

となっている。

コロナ補助金の影響を除くと、

経常利益率はさらに低下する。



（中央社会保険医療審議会総会「医療機関を取り巻く状況について」 2025年4月23日）



病院の収支構造の変化
中央社会保険医療協議会医療機関を取り巻く状況について
（2025.4.23）

事業収益の増加（10.3％）以上に、事業費用が

増加したため（14.7％）事業利益が悪化した。

金額ベースでみると費用の50％超を占める人

件費の増加が最も大きい。



（中央社会保険医療審議会総会「医療機関を取り巻く状況について」 2025年4月23日）



賃上げの動向
中央社会保険医療協議会医療機関を取り巻く状況について（2025.4.23）

一人平均賃金の改定率をみると、全産業平均では令和６年は4.1％上

昇しているが、医療・福祉では2.5％の上昇にとどまっている。

診療側の長島委員（日医常任理事）は医療機関経営の厳しさを強調

し、「このままでは人手不足に拍車がかかり、患者に適切な医療が提

供できなくなるだけでなく、ある日突然地域から医療機関がなくなる

のではないかと危惧している」とした上で、「次回改定の最大の課題

は他産業に負けない賃上げを実現できるよう医療機関の収支を改善さ

せること。そのために診療報酬の引上げが必要だ」との考えを示し

た。



（中央社会保険医療審議会総会「医療機関を取り巻く状況について」 2025年4月23日）



激動の世界を見据えたあるべき財政運営
財務省財政制度等審議会・財政制度分科会 2025.5.27

社会保障関係費の伸びを「高齢化の範囲内に抑える」方針継続

その理由は4つ

1）医療技術の高度化 → 医療費の高騰（超高額薬剤の保険適用）

2）高齢化の進展 団塊世代2025年度には全員後期高齢者に

3）傷病罹患率が高く、かつ一回の治療当たりの日数が非常に長いため、

高齢者の増加は「医療費の増加」を招く

4）現役世代人口の減少

2025年度から2040年度にかけて急速に減少

若者・子育て世帯の手取り所得を増加させ、社会保障制度の持続性を

確保する観点から「医療・介護の保険料率の上昇を最大限抑制する」

必要がある



財政制度等審議会 建議
「激動の世界を見据えたあるべき財政運営」

2025.5.27

6月の「骨太方針2025」や、その後の社会

保障審議会（医療部会、医療保険部会、

介護保険部会）や中央社会保険医療協議

会などでの議論にも色濃く影響を及ぼす

（可能性があります）。



（概要） V 持続可能な社会保障制度の
構築
総論：全世代型社会保障の構築と制度改革

社会保障の持続性確保のため、全世代型社会保障の構築に向けた改革
工程に沿って制度改革を推進。

医療・介護の給付と負担のバランスの最適化を通じて、現役世代の保
険料負担を最大限抑制する。

制度全体を再設計（バックキャスティング）する重要性を強調。

医療分野のポイント

医療機関の経営実態に基づく報酬見直し

医療機関の経営状況をデータで分析し、適正な報酬体系への見直し

かかりつけ医機能報告制度を契機（2026.1月 実際の報告開
始）

費用対効果評価の活用拡大

評価体制の強化や薬価・価格調整範囲の拡大も検討。

評価結果を保険収載の可否判断にも活用。

年齢ではなく能力に応じた負担、世代間の公平性の確保

高齢者の金融資産等を考慮した制度再構築を検討。



（財政制度等審議会 建議「激動の世界を見据えたあるべき財政運営」概要 2025年5月27日）



社会保障関係費のメリハリある予算編成

政府の予算編成

過去１０年間にわたって社会保障関係費の実質的な伸びを

「高齢化による伸びに抑えるとの方針を達成してきた」と言及。

さらに、診療報酬改定のあった2024年度予算、そして薬価改定を実

施した2025年度予算（政府原案）について「適切に措置されている」

と評価している。

今後もこの考え方に沿ったメリハリのある予算編成を実施していく

ことが重要。



（財政制度等審議会 建議「激動の世界を見据えたあるべき財政運営」 参考資料 2025年5月27日）



医療・介護の給付費用の効率化の必要
性

•医療・介護保険制度における給付費用に関しては、この２０

年あまりで概ね倍増しており、経済成長率を大幅に上回って

増加している。

•その費用の約半分は保険料によって賄われており、更なる給

付費用の増加は現役世代等の保険料負担の増加に直結するこ

とに留意する必要。

•診療報酬・介護報酬１％の引上げで現役世代等の保険料負担

が3,000億円強増加



（財政制度等審議会 建議「激動の世界を見据えたあるべき財政運営」 参考資料 2025年5月27日）



医療・介護に係る保険給付費等の伸びと現役世代の保険料
負担

• 2012ー2023年度にかけて

医療・介護保険給付費等の伸び＋2.9％／年

雇用者報酬の伸び＋1.8％／年

保険給付費等の伸びが雇用者報酬の伸びを上回る

⇒保険料率は上昇

若者・子育て世帯の手取り所得を増加させるとともに、社会保障制度の

持続性を確保する観点から、医療・介護の保険料率の上昇を最大限抑制

する必要がある。



（財政制度等審議会 建議「激動の世界を見据えたあるべき財政運営」 参考資料 2025年5月27日）



現役世代が負担する社会保険料負担

•社会保障に係る負担を現役世代の社会保険料負担で見

ると、現役世代の保険料率は報酬の３割に迫る水準で

あり、今後も継続的に上昇する見込み。

•医療介護の保険料率上昇を抑制する取組みを強化しな

いと、足元の構造的賃上げ等の動きを阻害するほか、

中期的にも保険制度が持続できない。



（財政制度等審議会 建議「激動の世界を見据えたあるべき財政運営」 参考資料 2025年5月27日）



医療・介護に係る保険給付費等の伸びと現役世代の保険料負
担

医療費の伸びのうち、「人口増減・高齢化による部分」は半分強であり、予

算統制の外で行われる「新規医薬品の保険収載など人口要因以外の部分」に

ついて重点化・適正化努力を強化し、保険料負担を含め国民負担の増加を抑

制していく必要がある

重点化・適正化を強化する「人口要因以外の部分」とは何か？

・新規医薬品等の保険収載

・医師数、医療機関数の増加

・診療報酬改定

・過去の改定で収載された高額な医療へのシフト等

⇒政策的に対応できる余地があると考えられる部分



（財政制度等審議会 建議「激動の世界を見据えたあるべき財政運営」 参考資料 2025年5月27日）



制度の持続可能性を確保していくための医療制度改革

•質の高い医療の効率的な提供（地域医療構想の推進、医師偏在の是

正、かかりつけ医機能が発揮される制度整備、診療報酬の適正化、

職種別給与を含めた医療機関の診療・経営情報の更なる見える化、

医療DXの推進など）

•保険給付範囲の在り方の見直し（OTC類似薬の保険給付の在り方

の見直し、一定額までの全額自己負担導入など薬剤の自己負担引き

上げ、実効給付率に着目した「支え手の負担軽減」につながる仕組

みの導入、入院時の室料負担など患者負担見直しなど）

•高齢化・人口減少下での負担の公平化（年齢でなく能力に応じた負

担、長寿社会にふさわしい後期高齢者医療制度など）



（財政制度等審議会 建議「激動の世界を見据えたあるべき財政運営」 参考資料 2025年5月27日）



病院と診療所で働く医師について

一貫して増加している日本の医師数の勤務状況を見ると、病院勤務の医師が着

実に増加しているものの、診療所で働く医師も増加を続けてきている。

病院で働く医師の勤務先の病床規模を見ると、大規模病院に集約しているとは

言えない状況。また、2000年代以降の医学部定員の増加の影響を受けた世代が

「開業適齢期」を迎える中で、今後、地域医療を支える医師の最適配置の観点も

踏まえた診療所の整備が進められるのか懸念がある。

効率的・効果的な医療提供の観点から、「病院機能の集約」と「診療所数の適

正化（削減）」が必要である。病院勤務医から開業医へのシフトを起こすことの

ないよう診療報酬体系の見直しを図るべき



（財政制度等審議会 建議「激動の世界を見据えたあるべき財政運営」 参考資料 2025年5月27日）



財務省春の建議が示す診療所の新規開設件数と
は？

過去20年の平均 6,559（件/年） 2022年は 8,000件を超えてい
る？

医療施設(動態)調査･病院報告の概況 令和４（2022）年（厚生労働省）によると

一般診療所は「有床」が 5,958 施設（２１１減）、「無床」は 99,224 施設（1,101増）

で前年に比べ 890 施設増加している。

施設数：105,182 増加：890

開設：7,847 再開：324 廃止：6,697 休止：584

7,847 ＋ 324 － 6,697 － 584＝ 890（稼働中の診療所の増加数）

7,847 ＋ 324 ＝8,171（財務省の新規開設件数

再開324を含み、廃止6,697、休止：584を含まない）

稼働中の診療所の増加数 890のうち、再開324を含んでいるので

890ー324  ＝ 566（実際の純増減開設件数） 増減数＝開設＋再開ー廃止ー休
止
純増減数＝開設＋再開ー廃止ー休止-再開



（厚生労働省「令和4年(2022)年医療
施設(動態)調査・病院報告の概況」）



医療施設(静態・動態)調査･病院報告の概況
令和5（2023）年（厚生労働省）

財務省のグラフでは、2023年は6,000弱を示している

医療施設(静態・動態)調査･病院報告の概況では

施設数：104,894 増加：-288

開設：5,437 再開：417 廃止：5,047 休止：1,095

5,437 ＋ 417 － 5,047 － 1,095 ＝ -288（稼働中の診療所の増加数）

5,437 ＋ 417 ＝5,854（財務省の新規開設件数

再開417を含み、廃止5,047、休止：1,095を含まない）

稼働中の診療所の増加数 -288のうち、再開417を含んでいるので

-288ー417 ＝ -705（実際の純増減開設件数） 増減数＝開設＋再開ー廃止ー休
止
純増減数＝開設＋再開ー廃止ー休止-再開



（厚生労働省 令和５(2023)年医療施設
（静態・動態）調査・病院報告の概況）



（厚生労働省「医療施設調査」より作成）

2019 2020 2021 2022 2023

開設+再開 7,986 8,700 9,775 8,171 5,854

増減数 511 ▲ 4 1,680 890 ▲ 288

純増減数 293 ▲ 402 1,451 566 ▲ 705
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（件／年） 診療所の新規開設件数（全国）
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増減数＝開設＋再開ー廃止ー休
止
純増減数＝開設＋再開ー廃止ー休止-再開



診療所の新規開設件数（愛知・東京）

（厚生労働省「医療施設調査」より作成）

2019 2020 2021 2022 2023

開設+再開 391 461 432 365 273

増減数 51 8 93 61 65

純増減数 48 0 91 48 46
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開設+再開 増減数 純増減数

2019 2020 2021 2022 2023

開設+再開 749 913 1,020 1,024 943

増減数 278 182 438 362 205

純増減数 257 136 411 336 160
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増減数＝開設＋再開ー廃止ー休
止
純増減数＝開設＋再開ー廃止ー休止-再開



診療報酬改定に係る基本的な考え方

• 医療費（薬剤費等除く）の伸びは、「医療費の単価の伸び」と「患者等の人

口要因の伸び」で構成され、全体として医療機関の収入増となって人件費や

物件費（薬剤費等を除く）が賄われている。日本経済が過去長らくデフレに

直面し、賃金や物価水準が上昇しない中にあっても、我が国の医療費は、高

齢化等の人口要因に加え、診療報酬改定（政策的な価格変更）により概ね上

昇を続けてきた。

• こうした医療費の増嵩（ぞうすう）は、現役世代の社会保険料負担を含む国

民負担の増加に直結するものであり、国民皆保険を堅持するためにも、病院

と診療所では経営状況や費用構造等に差異があることにも配意しつつ、全体

として診療報酬の適正化（抑制）を図ることが必要。

※「増嵩（ぞうすう）」は、量や金額などがふえ、かさむること、また、

増大すること



（財政制度等審議会 建議「激動の世界を見据えたあるべき財政運営」 参考資料 2025年5月27日）



診療所に対しては非常に厳しい提案が行われている

医療経済実態調査等のデータを精緻に分析した上で、国民負

担の軽減と必要な医療保障のバランスを図りながら｢メリハリあ

る対応｣を検討する必要がある（診療所に厳しい改定）。

前回の診療報酬改定の議論のさなか、財務省の秋の建議で診

療所の利益率がよいことから診療報酬の厳格化について提案さ

れたのはまだ記憶に強く残っている。今回の春の建議に向けた

議論においても、診療所に対しては非常に厳しい提案が行われ

ていることがわかる。



（財政制度等審議会 建議「激動の世界を見据えたあるべき財政運営」 参考資料 2025年5月27日）



全人的なケアの実現に向けて
見直しを検討すべき主な報酬項目

評価の厳格化

具体的な施策として、外来管理加算と機能強化加算の廃止、かかりつけ

医機能報告を踏まえた機能に対する評価、生活習慣病管理料において病状

が安定化した患者に対しては診療報酬上の評価を複数月に1回とすること

などが提案されている。

各種の基本料や加算を精査・整理した上で、診療側の提供体制や経営上

の都合ではなく、真に患者本位の治療を実現できる報酬体系へと再構築す

べき（かかりつけ医機能を評価すると説明されている【地域包括診療料・

地域包括診療加算】【機能強化加算】【外来管理加算】などの整理を提案

している）



（財政制度等審議会 建議「激動の世界を見据えたあるべき財政運営」 参考資料 2025年5月27日）



疾病管理の在り方（生活習慣病）

2024年度診療報酬改定では、生活習慣病に係る報酬の適正化を実施。具体的には、月

2回算定可能な特定疾患療養管理料から、高血圧性疾患・糖尿病・脂質異常症を除外

し、新たに月1回算定可能な「生活習慣病管理料(Ⅱ)」を新設した。

引き続き、生活習慣病管理料や特定疾患療養管理料の要件については、診療ガ

イドラインと整合的な形となるよう、不断の見直しが必要。

特定疾患療養管理料の対象疾患（主なもの）

結核 悪性新生物 甲状腺障害 処置後甲状腺機能低下症 虚血性心疾 不

整脈 脳血管疾患 肺気腫 喘息 胃炎及び十二指腸炎

【改革の方向性】（案）

○生活習慣病患者の疾病管理について、病状が安定してきた患者に対するフォ

ローアップは、一般的な診療ガイドラインに沿う形で報酬の算定要件を厳格化

するべき。例えば、血圧がコントロールされている場合の生活習慣病管理料の

算定について、1か月に1回よりも長くする等の対応を検討すべき。



（財政制度等審議会 建議「激動の世界を見据えたあるべき財政運営」 参考資料 2025年5月27日）



外来診療所の地域偏在の是正
①地域別単価の導入について

•医師偏在対策として「地域別診療報酬の仕組み」を活用し、報酬面から

も診療所過剰地域から診療所不足地域への医療資源のシフトを促してい

くべき。当面の措置として、診療所過剰地域における1点当たり単価

（10円）の引下げを先行させ、それによる公費の節減効果を活用して医

師不足地域における対策を別途強化することも考えられる.

• インセンティブ措置は？



（財政制度等審議会 建議「激動の世界を見据えたあるべき財政運営」 参考資料 2025年5月27日）



外来診療所の地域偏在の是正
②過剰サービスの評価の適正化

適切なアウトカム指標導入とセットで「特定過剰サービス

（客観的な基準に照らし「ある地域の特定の診療科に係る医

療サービスが過剰」と判断される場合）」に対する減算措置

を導入すべき。

また、「特定過剰サービス」に係る保険給付については、

アウトカム指標に応じた減算措置に加え、各年度の「基準

額」を超過した場合の精算措置の導入についても検討すべ

き。

診療所の診療科ごとの総量規制？



（財政制度等審議会 建議「激動の世界を見据えたあるべき財政運営」 参考資料 2025年5月27日）



医薬分業の進捗を踏まえた処方料・処方箋料の在り方

•処方箋料（院外処方）を手厚く評価する現行の報酬体系につ

いて再考の余地がある。医薬分業の進捗状況を踏まえ、処方

料（院内処方）の水準との関係で、処方箋料（院外処方）の

適正な水準を検討すべき

さらなる処方箋料の引き下げ



（財政制度等審議会 建議「激動の世界を見据えたあるべき財政運営」 参考資料 2025年5月27日）



リフィル処方の推進に向けた取組

• 生活習慣病患者の数は急増しており、症状が安定し長期間の処方が可能なケー

スも増加していると考えられる。

• 医薬分業の本旨から考えれば、こうしたケースについては、リフィル処方とか

かりつけ薬剤師による服薬状況等の確認を組み合わせることにより、通院負担

を軽減させ、患者の利便性を向上させることが可能と考えられる。これによ

り、長期間の処方に係る患者の服薬状況等に関する医師の不安の解消にもつな

がる。

全処方箋数に対するリフィル処方箋の割合0.07%（51,048／73,176,800）

• （出所）中央社会保険医療協議会診療報酬改定結果検証部会（令和7年4月9日）資料



（財政制度等審議会 建議「激動の世界を見据えたあるべき財政運営」 参考資料 2025年5月27日）



生活習慣病治療薬等の処方の在り方

•薬剤の適正使用の推進の観点から、生活習慣病治療薬等について費用

対効果も加味した処方ルールを設定すべき。また、フォーミュラリの

活用により、処方ルールの実効性を高めるべき。さらに、必要に応

じ、症状が安定した慢性疾患への治療薬（降圧剤等）のスイッチ

OTC化を推進するべき。

•フォーミュラリ

『患者に対して最も有効で経済的な医薬品の使用方針』



（財政制度等審議会 建議「激動の世界を見据えたあるべき財政運営」 参考資料 2025年5月27日）



入院時の部屋代

• 医療機関への入院コストのうち、「光熱水費」や「室料」については、「医療」そのものでは

なく、医療技術や薬剤に適切にファイナンスするという医療保険の本来の役割を果たし続ける

との観点からは、保険給付の対象外とすべきと考えられる。

• 現状、65歳以上の一般病床・精神病床の入院患者と、65歳未満の全ての患者は、「室料」はも

とより、「光熱水費」の負担がない。65歳以上の療養病床の入院患者に限っては、「光熱水

費」の負担はあるが、介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）では徴収される「多床室の室

料」は負担していない。これら自己負担となっていない部分の費用については、医療保険でカ

バーされている。

• 在宅医療を受ける患者との公平性の観点や、医療法上の病床区分で診療報酬上の取扱いを変え

ることの不合理性に鑑みれば、年齢や対象疾患・対象病棟に関わりなく、患者の負担能力に応

じて、光熱水費・室料を自己負担として求めることを検討すべきではないか。

• 医療機関の入院患者に係る光熱水費・室料については、介護保険制度も参考にしつつ、患者の

負担能力に応じた 形で「保険給付から除外し、自己負担」とするべき



（財政制度等審議会 建議「激動の世界を見据えたあるべき財政運営」 参考資料 2025年5月27日）



春の建議をうけて、次期診療報酬改定に反映される可能性が高い

項目

社会保障関係費の伸び抑制継続

過去１０年間、社会保障関係費の実質的伸びを「高齢化による伸びの範囲内」に抑制し
てきた方針を維持し、令和８年度以降も同様の枠組みで歳出編成を行う。特に高齢化進
行に伴う自然増分を超えた給付拡大には厳しい目が向けられる。

診療報酬・薬価制度のさらなる適正化

特に、本年4月からかかりつけ医機能報告制度が開始したことを契機に、全人的なケア
を提供する医療機関が適切に評価されるよう報酬体系の見直しを図るべき。

診療所関連報酬の「適正化」（抑制） （外来診療所の地域偏在の是正も含め）

かかりつけ医機能を評価すると説明されている【地域包括診療料・地域包括診療加
算】【機能強化加算】【外来管理加算】などの整理・分散化・削減・廃止。

生活習慣病管理料の評価は複数月に1回とすること

医薬品については、費用対効果評価を従前以上に前面に打ち出し、選定療養の厳格化 生
活習慣病治療薬のスイッチOTC化 さらなる処方箋料引き下げと、リフィル処方箋の促
進

光熱水費・室料の自己負担化



日医・松本会長 報告書は「腹立たしい内容ばかり」
令和7年（2025年）5月20日（火） / 「日医君」だより

No.1294

ある日突然病院がなくなる「恐れていた事態はすでに起きている」

兵庫県伊丹市の近畿中央病院が経営の厳しさから年度内での診療休止を検討してい

る

「医療機関は言わば限界まで乾いた布のような状況にあり、いくら絞ったところで

もう水は出ない。」

「医療費のどこかを削って財源をねん出するという方向では、医療機関経営の改

善にはつながらず、賃金・物価上昇への対応等ができない」

「あくまで財源を純粋に上乗せする“真水”での対応が必要だ」

「経済成長の果実である消費税の増収分をしっかりと社会保障に活用すべき」

まずは消費税増収分を社会保障に

増税後の増収分使用せず後代への負担付け回し軽減に活用



財政審の議論「大半は容認できない」

現役世代の負担軽減について

「現役世代の収入が増えており、それに伴って現在の保険料率のままでも保険

料収入は増え、社会保障はその中で十分行う事ができている。つまり現行の保

険料水準でも共助の財源は増加している」

協会けんぽの保険料率は18年に財務省などが発表した見通しでは保険料率が

10.8％に上昇するとされていたが、

「実際には12年から13年間10％で、過大予測だ」

生活習慣病管理料のあり方について、一定の条件の下で生活習慣病管理料の

算定1か月に1回より長くすることを提案したことに

「医師は患者の状況を見ながら対応を行っており、医師がしっかりと判断すべ

きもの。そもそも中医協で議論されるべき内容であり、財政審が言及すべき内

容ではない」



次期診療報酬改定までの道のり

2025年4月

財政制度分科会

4月23日 持続可能な社会保障制度の構築 財政各論Ⅱ

2025年5月

5月9日 建議とりまとめに向けた審議

5月27日 春の建議

2025年6月13日 政府 骨太の方針

財務省「概算要求基準額」を作成

2025.7.20 第２７回参議院議員通常選挙

2025年8月 厚労省 次年度予算の見積書(概算要求書)を財務省に提出

中央社会保険医療協議会（中医協）具体的な料率や加算を議論

12月末までに各部会の意見をとりまとめて中医協総会に報告

前回の令和６年度改定では令和5年12月11日に「令和６年度診療報酬改定の基本方
針」が、同12月20日に「診療報酬改定の改定率」が公表されています。

翌年1月に諮問、2月に答申、3月の点数告示。

2026年6月 診療報酬改定施行


